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第 2 章 全体構想 

■ 西九州自動車道の概略図 

 

 

 

1．都市・地域づくりの基本的課題  

1-1.本市の特性と動向 

（１）広域的な本市の拠点性 

①広域交通網 

<広域交通の利便性が向上しています> 

 西九州自動車道は、本市内では平成 23 年９月

佐々ＩＣまでが供用開始されました。県内外

の広域交流や連携の強化、地域産業の活性化、

地域の安全・安心の確保など様々な面におい

て効果が期待され、さらに西九州自動車道の

延伸（松浦ＩＣ～佐々ＩＣ）や 4 車線化の整

備が進められています。 

 

 

 

 

②通勤流動 

<周辺との通勤流動が増加しています> 

 周辺市町との通勤流動は、平成 27 年では、佐々町、川棚町、波佐見町、西海市、松浦市と

の間で多く、５％を超えています。10 年前と比べると、周辺市町や佐賀県からの流入・流

出が増加しています。 

 通勤流動は流入が流出を上回っており、県北地域の就業の拠点となっています。 

 

 

 

■ 通勤流動の動向 

【比較的流出・流入の多い都市】 

佐世保市からの流出人口あるい

は佐世保市への流入人口の５％

以上を占める市町・県 

資料：国勢調査 

 

平成 17 年 平成 27 年 
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■ 佐世保港のクルーズ船寄港状況 

資料：佐世保港国際旅客線拠点形成計画 

 

③国際旅客船の受入れ 

<佐世保港整備により国外とも結びつきが強くなっています> 

 佐世保港では、国際旅客船の寄港の拠点形

成を図る場所として、浦頭地区と三浦地区

を位置づけています。 

 平成 26 年 4 月から国際旅客船の受入れを

開始していましたが、年々外国船の寄港回

数が増加しており、平成 29 年には 84 回、

乗客数は 10 万人まで達しています。 

 

 

 

 

④九州圏広域地方計画による位置づけ 

<長崎・佐世保・環大村湾都市圏の一角と位置づけられています> 

 九州圏広域地方計画においては、基幹都市圏を核とし国際的・広域的な独自性の発揮と九州

圏の自律的な発展を図るとされています。本市は長崎市などと一体的に長崎・佐世保・環大

村湾都市圏を形成することが位置づけられています。 

 

<基幹都市圏における中心的都市と位置づけられています> 

 本市は、長崎・佐世保・環大村湾都市圏における中心的都市として、海外との交流・連携に

よる独自の国際感覚・文化の蓄積を活かした西の交流・連携とにぎわいの拠点の形成が求め

られています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：九州圏広域地方計画参考資料 国土交通省（平成 28年 3月） 
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⑤連携中枢都市圏による位置づけ 

<西九州させぼ広域都市圏の中核都市と位置づけられています> 

 平成 28 年 4 月 1 日、佐世保市は本圏域の中心市となるべく中核市へ移行し、広域的な都市

圏形成に向けて中心的役割を担うことになりました。平成 31 年 4 月には、本市が連携中枢

都市となり、平戸市、松浦市、西海市、東彼杵町、川棚町、波佐見町、小値賀町、新上五島

町、佐賀県伊万里市及び有田町の計 11 市町で西九州させぼ広域都市圏を形成し、令和２年

４月には佐々町も加わりました。 

 広域都市圏の連携事業として、新電力会社「西九州させぼパワーズ」の設立、「西九州させ

ぼ移住サポートプラザ」開設による移住の促進、「西九州させぼオープンデータポータルサ

イト」による広域情報の発信などが始まっています。 

 これまで以上に、行政区域の枠を超え、結びつきのある自治体と横の繋がりを築き、医療や

交通、産業などの分野において、圏域内の行政サービスや都市機能を効率良く活用しながら、

地域の社会・経済のリーダーとして圏域を持続的に支えていくことが求められています。 

 さらに、グローバル化が進展する中で、地理的に東アジアに開かれた優位性を活かし、圏域

全体を将来的に成長・発展させていく役割も求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

■ 長崎県全体に対する本市の割合 

第 2位 

第３位 

第２位→第 1位 

第 2位 
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（２）人口構造と動向 

①将来人口予測 

<都市のにぎわいや活力の低下が懸念されます> 

 本市の人口は、平成 27 年では 255,439 人で 10 年前に比べ、５％の減少となっています。

高齢化率は、平成 17年から約 5 ポイント上昇し、平成 27 年では 28.8％まで上昇していま

す。 

 国立社会保障・人口問題研究所の推計（平成 30年）によると、20 年後（令和 17 年）には

人口が 22 万人程度となることが予想され、平成 27 年に比べ約 3.4 万人減少することが見

込まれています。 

 

<高齢者の割合が高まることが予想されます> 

 15 歳未満の年少人口比率は令和 17 年に 12.6％まで減少すると予想されます。高齢者数は

令和２年にピークに達し、その後減少に転じますが、高齢化率は、令和 17 年には 33.1％

まで上昇し、3 人に 1 人が高齢者となると予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②転入・転出動向 

<佐世保市からの転出が転入を上回っています> 

 転出が転入を上回っており、社会減が続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

■ 転入・転出の推移 
資料：佐世保市統計書 

 

■ 総人口及び年齢３区分別人口の見通し 

（注） Ｈ12～Ｈ27の人口総数は年齢不詳を含む。 
資料：Ｈ27 までは国勢調査。Ｒ2以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30年推計）」による。 
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③地域別人口動向 

<島しょ部や中山間だけでなく、市街地の中心部でも人口減少が顕著です> 

 平成 7 年から平成 27 年にかけての地域別人口増減の推移を見ると、地域別の人口減少は、黒島、

宇久、宮、世知原、鹿町など島しょ部や中山間部が特に顕著で、都心部を含む佐世保中央でも 20

年間で 0.83 倍と顕在化しています。 

 相浦、早岐、江上の３地域は、平成 27 年人口は平成７年に比べて増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 17 年から平成 27 年にかけての高齢化率の推移を見ると、高齢化は全ての地域で進行してお

り、黒島、宇久、世知原の 3 地域では高齢化率が 40％を超え、特に顕著です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

<今後、人口減少は地域差が予想されます> 

 平成 27 年から令和 17 年の将来人口の変化をみると、全ての地域で減少するも、地域間で

差が見込まれ、特に黒島や宇久では４割以上の減少が見込まれます。 

 実数としては、平成 27 年から令和 17 年の 20 年間で佐世保中央では約 1.4 万人減少する

と見込まれ、商圏人口が大幅に減少することにより都市機能の維持が困難になる恐れがあり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ Ｈ7～Ｈ27の地域別人口増減の推移 
資料：国勢調査 

 

は市域全体より減少が著しい地域 

■ Ｈ27～R17の地域別人口増減の見込み 

資料：Ｈ27 は国勢調査。R7、R17は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30年推計）」による。 

 

■ Ｈ17～Ｈ27の地域別高齢化率の推移 資料：国勢調査 

 

（H7 年人口を 1 とした場合の比） 
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■ 世帯構成の状況 

資料：国勢調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④世帯数動向 

<高齢者のみの世帯や高齢者の単身世帯が増加しています> 

 高齢化の進行にあわせ、世帯にお

いても 65 歳以上の高齢者がいる

世帯数やその割合が増加傾向に

あります。 

 高齢者の夫婦のみの世帯や、高齢

者の単身世帯も増加が続いてい

ます。 

 

 

 

 

 

■ Ｈ27～R17の地域別人口増減（実数）の見込み 

資料：Ｈ27は国勢調査。R17 は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30年推計）」による。 
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■ 人口密度の推移 

資料：都市計画基礎調査 

 

 

⑤人口密度の動向 

<市街化区域の人口密度の低下が懸念されます> 

 市街化区域においては、一定の人口密

度の高さを有した市街地を形成してい

ます。 

 いずれの区域においても人口密度が低

下している中、特に市街化区域の密度

低下が懸念されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥人口集中地区 

<人口集中地区の人口密度の低下が続いています> 

 人口集中地区の面積は横ばい傾向が続いていますが、人口減少に伴い人口密度は低下傾向が

続いています。 

 市全体の人口に対する人口集中地区人口の割合は平成 12 年以降やや低下傾向にあり、人口

が分散している状態です。 

 

 

 

 

 

■ 人口集中地区の面積と人口密度 ■ 人口集中地区の人口割合 

資料：国勢調査 

 

資料：国勢調査 
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■ 商品販売額 

資料：商業統計・経済センサス 

 

（４）産業の動向 

①商業動向 

<卸売・小売販売額は増加傾向にあります> 

 平成 24 年以降、卸売、小売ともに

販売額は増加傾向にあります。 

 県内シェアを見ると、卸売、小売と

もに横ばい傾向が続いています。 

 佐世保中央には、卸売・小売、宿泊・

飲食、不動産など多様な業種の事業

所が立地しています。佐世保中央以

外では、日宇、相浦、早岐、大野で

の集積が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

■ 地域別事業所数の内訳（平成 26年） 

資料：事業所・企業統計 

 

■ 卸売・小売販売額の動向 
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②工業動向 

<出荷額は横ばい傾向にあります> 

 製造品出荷額は、平成 28 年に 1,848 億円まで増加しましたが、平成 25 年からおおむね横

ばいとなっています。 

 製造品出荷額等の県内シェアは平成 29 年にはこれまでの 10％台から９.0％に低下してい

ます。 

 製造品出荷額等が多いのは輸送用機械器具であり、重工業が牽引役となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③雇用動向 

<厳しい雇用環境が続いています> 

 有効求人倍率は平成 29 年において 1.28 倍で、近年は長崎県全体を上回っていますが、全

国平均と比較すると一貫して低い状態です。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 製造品出荷額等の動向 

資料：工業統計 
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■ 有効求人倍率の推移 
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④観光動向 

<観光客の数が大きく増加しています> 

 本市を訪れる観光客延べ数は、平成 21 年の約 504 万人から平成 30 年には約 746 万人と

大きく増加しています。 

 観光消費額については、平成 27年には最多の約 1,275 億円となりましたが、その後は減少

傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 観光客延べ数の推移 

資料：長崎県観光統計データ（平成 21年～平成 30年） 

■ 観光消費額の推移 

資料：長崎県観光統計データ（平成 21年～平成 30年） 
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（５）住宅の動向 

①市街化調整区域における開発動向 

<市街化調整区域で宅地化が進行しています> 

 平成 15 年から、市街化調整区域における地域コミュニティの維持等を目的とし、地区計画

制度や緩和条例を用いた住宅建築の誘導を行ってきました。一方で、近年は無秩序な市街地

の拡大を防ぐため、市街化区域に隣接した市街化調整区域の一部エリアを緩和条例の対象外

とし、住宅開発を抑制しています。 

 市街化調整区域における開発許可・建築確認の戸数は、早岐が最も多く、次いで日宇の順と

なっています。日宇は平成 29 年度に日宇支所内の大規模な分譲住宅開発により地区計画の

件数が多く、早岐では条例による件数が多く、市街化調整区域の宅地化の進行が伺えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 市街化調整区域の開発許可・建築確認の戸数 （平成 13～29年度） 

資料：開発許可・建築確認申請データベース（庁内資料） 
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②農地転用 

<近年、農地が住宅用地や商業用地などに転用されています> 

 農地転用面積では、住宅用地への転用が一番多く、早岐や佐世保中央などで多くなっていま

す。 

 市街地区分別に見ると、市街化区域における住宅用地への転換が 20.5ha、市街化調整区域

では 13.0ha と、市街化調整区域における住宅用地への転用が市街化区域の半数以上あるな

ど、市街化調整区域における市街化が進行しています。 

 

 

 

 

 

 

資料：都市計画基礎調査（平成 29年度） 

 
■ 市街地別農地転用面積（H24～H28年） 

■ 地域別農地転用面積（H24～H28年） 

資料：都市計画基礎調査（平成 29年度） 

 

※「その他」：農林漁業用施設用地、

駐車場・資材置き場、太陽光発電

用地など 
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③空き家 

<空き家が年々増加しています> 

 平成10年から平成25年にかけ

て空き家数は 2倍に増加してい

ます。 

 空き家率も増加傾向にあり、平

成 25年に 16.7%と最多となり

ましたが、その後微減し平成 30

年には 16.2％となっています。 

 特に、市街化調整区域における

市街化が進む一方で、市街化区

域内における戦後に整備された

市街地等において、空き家が多

くなっています。 
■ 空き家数・空き家率 

資料：住宅・土地統計調査調査 

資料：佐世保市 住宅実態調査、国土数値情報（標高・傾斜角度５次メッシュ） 

■ 空き家の分布 
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（６）移動環境 

①公共交通 

<鉄道路線・バス路線・航路による市内の公共交通ネットワークが形成されています> 

 松浦鉄道の乗車人数は近年、増加傾向にあります。 

 離島を除く全ての地域拠点間が鉄道及びバスによって結ばれています。 

 市営バスについては、平成３１年３月より、運行体制を民間事業者に一本化し「佐世保市地

域公共交通再編実施計画」等に基づき、良好な公共交通のサービス提供に向けて取組を進め

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

■ 松浦鉄道１日乗車人数 ■ 市営バス利用者数 

■ 公共交通網 資料：都市計画基礎調査 

佐世保港 

黒島 

相浦港 
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<通勤通学における公共交通の分担率は鉄道と乗合バスで差があります> 

 本市の通勤通学時の鉄道・電車の分担率は、九州の各都市と比較した場合、人口規模が同規

模の都市と比較して同程度であるものの、佐世保市より人口規模が小さい都市においても分

担率が高い都市は多く見られます。本市では、JR・MRとも全区間が単線であり、バスと比

べても運行本数が少ないことがその要因であると考えられます。 

 通勤通学時の乗合バスの分担率は、長崎市、福岡市に次いで、九州の各都市と比較して高く

なっており、通勤通学時の交通手段としてバスが非常に重要な役割を担っていることが伺え

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 通勤通学時における鉄道・電車の分担率 

■ 通勤通学時における乗合バスの分担率 

資料：H22国勢調査（離島は除く） 

資料：H22国勢調査（離島は除く） 
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（７）災害リスク 

①斜面市街地 

<斜面により安全性等に課題のある市街地が多く存在します> 

 中心市街地を取り巻く周辺部には、市街地形成の過程で居住地として開発されてきた斜面市

街地が形成されています。比較的急といわれる平均傾斜角度 15 度以上の区域は、市街化区

域の外側を中心に広がっており、市域全体で7,740棟の建物がこの15度以上の区域にあり、

建物総数（125,842 棟）の 6.2％にあたります。 

 市街化区域内は、緩やかな斜面地も見受けられ、緊急車両等の進入可能な幅員 6ｍ以上の道

路が一定整備されているものの、細い道路も多く車両が入らない土地も多い状況にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 斜面市街地の状況 

資料：国土数値情報(標高・傾斜度 5次メッシュ(250m メッシュ)、 

平成 29年度 都市計画基礎調査(建物用途現況) 
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■ 道路幅員現況 

資料：平成 29年度 都市計画基礎調査(道路現況)  
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②消防活動困難区域 

<消防活動困難区域にも建物が多く存在しています> 

 市域全体で消防活動困難区域内にある建物は 1,303 件で、建物総数の１％にあたります。

地域別に建物数を見ると、佐世保中央、相浦、黒島、江上、江迎の順で多く分布しています。

建物の割合では黒島が 11％と最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）消防活動困難区域：幅員４m 以上道

路（中心線）から 140m 圏以外の区域。 

（※140m は、ポンプ車搭載ホース延長

の最大値 200mからホースの曲折を考慮

した数値。） 

■ 消防困難区域内にある建物数・割合 

 

■ 消防活動困難区域 

資料：都市計画基礎調査（道路現況、建物現況） 
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③土砂災害・浸水・津波 

<既存市街地においても各種の災害リスクが存在する箇所が多く存在しています> 

 土砂災害警戒区域・特別警戒区域（土石流・急傾斜地）は、市街化区域縁辺部の斜面市街地に広く

分布しています。 

 土砂災害警戒区域・特別警戒区域（地すべり）は、市域全体の山間部に広く分布しています。 

 洪水による浸水想定区域は相浦川、佐世保川、早岐川、宮村川、江迎川の下流域に、また津波浸水

想定区域は特に、江迎川や相浦川、日宇川の下流、江上の低平地において面的に広がって存在して

います。市街化区域内では住宅地と重複している箇所がみられ、特に市街化区域の縁辺部で比較的

多く見られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 災害危険度の高いエリア 

 

資料：長崎県提供資料・国土数値情報 

(土砂災害警戒区域、洪水浸水想定区域、

津波浸水想定区域） 
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（８）財政 

①歳入・歳出 

<今後の財政悪化が懸念されます> 

 歳入は、平成 30 年度では 1,234 億円程度で、近年横ばいで推移しています。 

 歳出は、義務的経費が増加傾向にあります。公債費、人件費以外の義務的経費（その他）は、

社会保障に係わる経費であり、今後、後期高齢者数の増加が見込まれるなか、投資的経費は

今後一層厳しくなることが予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：佐世保市財政白書 

 

■ 歳出の内訳 
資料：佐世保市財政白書 

 

■ 歳入・歳出状況 



 

 

佐
世
保
市
都
市
計
画
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン 

33 

 

②公共施設 

<老朽化した公共施設が急速に増加しています> 

 本市の公共施設の約半数は建築後 30 年以上が経過しており、老朽化が進んでいます。これ

らの施設は、今後一斉に更新時期を迎えることになり、将来更新費用試算結果によると、施

設の老朽化に伴う建替え等に要する経費は、今後 40 年間において年度平均約 114.4 億円と

試算されており、多額の更新費用が必要となることが見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 公共施設の築年別整備状況（2018年 3月末現在） 

資料：佐世保市公共施設適正配置・保全実施計画（第 1期） 令和元年 7月 

 

■ 将来更新費用試算（公共施設） 

資料：佐世保市公共施設等総合管理計画 
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1-2.市民の意向 

（１）市民意識調査 

①これまでのまちづくりの評価 

 よくなったこと（上位 3 項目）：活力と魅力ある中心市街地、佐世保らしい自然環境の保全

と活用、佐世保らしさが感じられる市街地環境 

 変わらないこと（下位 3 項目）：地域コミュニティの維持に資する住まいの場、地域資源を

活かした活発な交流、災害に強く安全に暮らせる都市基盤、地域が主体となった地域づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地域の満足度・重要度 

 人口減少・高齢化が進む中で、特に懸念される「公共交通の利便性」、「日常的な買い物」に

対する満足度・重要度を見ると各地域で差があります。特に、満足度が低く重要度が高い地

域は中山間部に多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

■ これまでのまちづくりの評価 

■ 各地域の満足度・重要度 
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③現在の居住地や居住地選択で重視すること 

 ご自身の居住環境の中で重視する点、新たに居住地を選ぶ際に重視する点について、約 83％

の方が「日常的な買い物や通院などの生活利便性」を重視すると回答しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④生活行動 

 日用品では、郊外部で他地域に存する地域があります。買回り品は、佐世保中央、日宇（大

塔）、佐々町に集中しています。 

 日常生活における移動手段は 7 割以上が自家用車となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 居住環境で重視する項目 

■ 生活行動先と移動手段 

＜日用品＞ ＜買回り品＞ 

自地域内を利用 
（域内利用が約半数以上） 

域内の約３割以上が利用 

自地域内を利用 
（域内利用が約半数以上） 

域内の約３割以上が利用 
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⑤将来の生活において心配されること 

 「身近にある日常生活に不可欠な施設がなくなる」ことや、「公共交通による移動が不便に

なる」ことに対して、回答者の半数が懸念されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥人口減少を想定した場合の土地利用のあり方 

 今後の人口減少社会に対してする土地利用で

は、「人口規模に応じたコンパクトな市街地形

成」が重要視されています。 

 

 

 

 

 

 

 

■ 将来の生活において心配されること 

■ 今後の土地利用のあり方 
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1-3.都市・地域づくりの基本的課題 

（１）都市づくりの基本的課題 

①佐世保市が担うべき拠点としての役割の発揮 

本市は、長崎市に次ぐ県内第二の都市であり、県北地域における中核的な都市として、産業や

観光などにおける発展を牽引する役割を担っています。 

また、九州圏に各地域の個性や魅力を創出する多極型圏土構造を提唱する「九州圏広域地方計

画」においては、長崎市などと一体的に基幹都市圏（長崎・佐世保・環大村湾都市圏）を形成す

る中心的都市として位置づけられています。 

また、地域において、相当の規模と中核性を備える圏域の中心都市が近隣の市町村と連携し、

コンパクト化とネットワーク化により、人口減少・少子高齢社会においても一定の圏域人口を有

し、活力ある社会経済を維持するための拠点を形成するため、西九州させぼ広域都市圏を形成し

取組を進めています。 

今後は、西九州自動車道の整備など広域的な交通網の整備が進み、近隣の佐賀県等との結びつ

きも一層強くなることから、県北地域の拠点はもちろんのこと、九州北西部の拠点としての役割

を発揮することが求められます。 

 

②都市のにぎわいと活力の低下への対応 

日本全体が人口減少社会を迎え、本市においても例外なく、人口は減少していくことが予想さ

れます。あわせて、転出者が転入者を上回る状況が続いており、都市のにぎわいと活力の低下が

懸念されます。 

今後は、本市のにぎわいと活力の拠点である中心市街地への多様な都市機能の集約・高度化を

図るとともに、東アジアを見据えた広域的な観光交流の増進や、企業の誘致などによる産業活性

化を進め、にぎわいと活力の維持・向上を図っていくことが求められます。 

また、まちのにぎわいと活力の創出にあたっては、民間活力を積極的に導入した公民連携によ

る取組など、行政以外も担い手となったまちづくりを推進することが重要です。 

 

③高齢社会の進行への対応 

今後も少子高齢化の傾向が続き、３人に１人が高齢者となります。 

各地域に目を向けると、居住しているすぐ近くで日常生活に必要な日用品の買い物が行えない

地域があり、移動手段についても７割以上が自家用車やバイクに依存している状況です。 

今後は、高齢化に伴う免許返納など自家用車を利用しない人も増加すると見込まれ、拠点とな

る場所の身近な既存商店街の活性化や公共交通空白地及び不便地の解消、公共交通沿線において

日常生活に必要な施設の確保などが求められ、特に核となる拠点においては自家用車に依存しな

い「歩いて暮らせるまちづくり」への対応が求められます。また、引き続きバリアフリーの視点

をもった施設整備が求められます。 
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④持続可能な都市経営への対応 

人口減少下において、これまでのように人口の増加を前提とした拡大型の都市づくりを続けて

いくと、人口密度が低い拡散した都市となってしまい、より少ない人数で多くの公共施設の維

持・管理などの費用を負担することとなり、サービス効率低下や深刻な財政不足に陥ることが懸

念されます。また、高度経済成長期以降に整備された施設の老朽化が一斉に進みその対応も必要

となります。限られた財源で効率の良い整備を行うためには「すでにあるもの」の機能を統合・

維持・向上するという視点とあわせ、ハード整備だけでなく、ソフト面と連携してその整備効果

を高めることが重要です。 

今後は、拡大型の都市づくりから集約型の都市づくりへの転換をこれまで以上に進め、「すで

にあるものを有効に活用すること」を前提とした「選択と集中」による持続可能な都市経営の視

点が求められます。 

 

⑤大規模災害への対応 

近年、降雨災害が頻発化・激甚化しており、これまで想定していなかった災害が発生する恐れ

が高まっています。本市では平坦地での浸水リスクの他、斜面住宅地などでの土砂災害リスクが

広く分布しており、災害時の危険性が懸念されます。安全・安心なまちづくりの実現に向けて、

これらの自然災害や地震に強い都市基盤の整備を進めるとともに、より安全な場所への居住誘導

や、防災体制やハザードマップによる危険性の認識などソフト面からの対応が求められています。 

 

⑥環境問題をはじめとする都市の諸問題への対応 

地球温暖化など環境問題への対応をはじめとして、人々が安心して暮らせるようなまちづくり

を進めるため、持続可能な開発目標（SDGs）などを踏まえた包括的なまちづくりの動きが活発

化しています。 

今後は、低炭素社会や循環型社会の構築、あらゆる人々の活動の場の提供、地域活性化、強靭

な国土形成に向けたインフラ整備、生物多様性や自然環境の保全などについて、持続可能な都市

づくりに向けて総合的に取り組むことが求められます。 

 

⑦自然環境との共存を基本とした適正な土地利用と市街地景観の形成 

本市は九十九島や烏帽子岳、弓張岳、国見山などの自然環境の中に、市街地が線状に発展して

おり、自然環境と市街地が共存した佐世保特有の街並みを有しています。 

豊かな自然環境を後世に守り引き継ぐこととあわせて、食糧自給率向上の観点から、地域の農

業の活性化が重要視されています。 

今後は、豊かな自然環境や地域農業の場となる農地などと、市街地の共存関係を保持し、コン

パクトにまとまった市街地のなかで効率のよい都市活動を営むために、適正な土地利用の誘導を

図ることが求められます。 

みなとから市街地、斜面住宅地、背後の緑地へと続く広がりあるパノラマ景観は、佐世保を印

象づける特色ある市街地景観となっている一方、無秩序な開発などが行われれば、地域固有の景

観が失われることも懸念されます。それぞれの特徴的な景観を守るとともに、個性を十分に活か

しながら、市街地全体の質を高めていくことが求められます。 
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（２）地域づくりの基本的課題 

①それぞれの地域特性に応じた対応 

地域にはそれぞれの特色のある自然や景観、歴史、文化といった地域資源を有しています。 

これらの地域資源を次の世代に守り引き継ぐと同時に、これらを活かした交流の活性化や地域

産業の振興などにより地域の魅力と活力を高めることが、都市全体の魅力や活力の向上につなが

ります。 

また、それぞれの地域ごとに抱えている課題やニーズも異なっている状況です。 

今後は、地域資源を守り活かした地域の活力の維持・向上とあわせ、それぞれの地域特性に応

じた対応が求められます。 

 

②地域コミュニティの維持への対応 

安全で快適に暮らすためには、地域コミュニティの支え合い機能の維持・再生が不可欠です。 

しかしながら、郊外部の地域における若年者の不在や斜面市街地における高齢化や空洞化など

地域によって地域コミュニティの維持への様々な課題を抱えています。 

また、居住に関しては、中心市街地から自然が多く残る郊外の地域まで居住ニーズがあります

が、どの様な場所においても日常生活の利便性が重視されています。 

今後は、地域特性に応じた生活利便性の維持・向上や空き家の活用などの住み替え促進を図り、

地域コミュニティの維持に適正に繋げていくことが求められます。 

 

③地域が主体となった協働によるまちづくりの推進 

地域団体などが主体的に都市計画制度を活用する事例が全国的にも増加しており、今後は市民

がより主体性をもったまちづくりの展開が期待されています。 

一方、これまで地域活動を支えてきた町内会等の住民自治組織においては、高齢化や加入者の

減少などの課題を抱えている状況があります。 

今後は、町内会や市内 27 地区の地区自治協議会、民間まちづくり団体などを中心に、地域の

課題に対して地域自らで取り組むまちづくりを展開していくことが期待されます。 

 

 

 


